
人材活力創造戦略 



１ 「子ども・子育て支援新制度」の円滑な実施に向けた 
  保育人材の確保    
 ○   職員の処遇改善等のための十分な財源の確保                         

２ 地方の実情に応じた補助制度等の充実   

 ○ 結婚支援施策等に係る地域少子化対策強化交付金の継続及び柔軟な制度運用の実施 

 ○ 放課後児童クラブの設置・運営や開設時間延長に係る補助要件の緩和と 
   加算額の拡充    
 ○ 地域子育て支援拠点事業の設置・運営に係る補助要件の緩和 
 ○ 病児・病後児保育事業の施設整備に係る補助算定基準の改善 
 ○ 乳幼児等医療費助成に伴う国民健康保険の国庫支出金減額措置の廃止 

 

結婚から、妊娠・出産、子育てまでの支援施策の充実について 
 

提
案
・要
望  

現状 課題・問題点 

３ 第３子以降の保育料の無料化 
 ○ 多子世帯保育料軽減制度における同時入所要件の撤廃 

４ 不妊治療に対する経済的支援の拡充 
○  一般不妊・人工授精・男性不妊治療に対する国庫補助の導入                          

５ 仕事と育児の両立支援に係る企業取組の促進に向け 
    た施策の充実 
○  育児休業制度の拡充、育児休業期間中の支援策の充実、短時   
   間勤務制度の拡充 
○   子育て支援に積極的に取り組む企業に対する税制上の優遇措置 
○   県独自の支援制度への財政支援 

○多様な保育ニーズに対応し、安心して子どもを生み育てられる環境づくりを推進     
  → 職員の処遇改善や職員配置の改善等による「質の改善」が必要 

 ⇔「子ども・子育て支援新制度」の実施に必要な財源確保困難→「質の改善」の一部先送り 
○結婚、子育て支援の取組み 
  ・未婚化・晩婚化の進展  ⇔  未婚の理由「知り合うきっかけがない」36.8% 

  ・放課後児童クラブ(337か所)   ⇔     80％が18時までに閉所 → 開設時間延長の要望 
  ・地域子育て支援拠点(142か所) ⇔  42か所（29.6％）が補助要件に非該当 
  ・病児・病後児保育事業(22か所)  ⇔ 施設整備への実補助率が低い 
   ・第3子以降の保育料等を所得階層により1/2軽減または無料化 
    ※国制度：兄弟姉妹が同時入所している場合に限り、2人目を1/2軽減、3人目を無料化 
  ・乳幼児、ひとり親家庭等の医療費を助成  ⇔  国庫支出金の減額措置 

区分 一般不妊治療 人工授精 特定不妊治療 男性不妊治療 

助成限度額 3万円/年度 3万円/年度 15万円/回 10万円/回 

負 担 割 合 県1/2   市町1/2 県10/10 国1/2   県1/2 県10/10 

事 業 主 体 市町 県 県 県 

○不妊治療への 
  助成制度の 
   概要 

○育児休業の取得状況(H25年度実績) 
  女性 84.6％↑（全国83.0％↓） 、 男性1.10％→（全国2.03％↑） 

・「質の改善」の一部先送りにより、新制度の円滑な施行に支障の恐れ 

→ 不妊治療に対する経済的支援の拡充が必要 

・一般不妊治療費及び人工授精治療費への国庫補助が必要 
・特定不妊治療費自体が高額で、男性不妊治療にまで支援が行き届かない 

→ 地方の実情に応じた補助制度等の充実が必要 

→ ワークライフバランスの実現が必要 

→ 処遇改善等による保育人材の確保が必要 

・小規模な子育て支援事業、病児・病後児保育事業への支援充実が必要 

・子育て家庭が最も必要とする支援は「経済的負担の軽減」 

→ 少子化対策の面からも第３子以降の保育料無料化が必要 

・育児休業の拡大や育児休業中の経済面の不安を解消する取組が必要 
・ライフスタイルに応じた柔軟な働き方ができる雇用環境が必要 

「活力みなぎる山口県」の実現 ～人材活力創造戦略関連要望～ 

・放課後児童クラブの時間延長に対するニーズへの対応が必要 
・出会いの機会の提供などの結婚支援施策に対する支援充実が必要 

・現物給付方式による乳幼児等医療費助成に対して、国庫支出金が減額 

《内閣官房／内閣府／厚生労働省》  
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女性の労働力率 

（千人） 

「子ども・子育て支援新制度」の円滑な実施に向けた保育人材の確保 
・職員の処遇改善等のための十分な財源の確保 

第３子以降の保育料の無料化 
・多子世帯保育料軽減制度における同時入所要件の撤廃 

不妊治療に対する経済的支援の拡充 
・一般不妊治療、人工授精治療及び男性不妊治療に対する国庫補助の導入 

仕事と育児の両立支援に係る企業取組の促進に向けた施策の充実 
・育児休業制度の拡充、育児休業期間中の支援策の充実、短時間勤務制度 
 の拡充 
・子育て支援に積極的に取り組む企業に対する税制上の優遇措置 
・県独自の支援制度への財政支援 

山口県の少子化の現状 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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地方の実情に応じた補助制度等の充実 
・結婚支援施策等に係る地域少子化対策強化交付金の継続及び柔軟な制度     
 運用の実施 
・放課後児童クラブの設置・運営や開設時間延長に係る補助要件の緩和と加   
  算額の拡充 
・地域子育て支援拠点事業の設置・運営に係る補助要件の緩和 
・病児・病後児保育事業の施設整備・運営費に係る補助算定基準の改善 
・乳幼児等医療費助成に伴う国民健康保険の国庫支出金減額措置の廃止 

（％） 

資料：H22総務省「国勢調査」 
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「活力みなぎる山口県」の実現 ～人材活力創造戦略関連要望～ 

 １ 地方におけるポジティブ・アクションの促進                                              ３ 女性の再就職支援策の充実 
     ○   中小企業における女性の活躍を促進する取組に対する相談対応やインセンティブ        ○ 女性の再就職のための支援制度の拡充 
           付与等の支援の充実                                                                           

  ２ 仕事と育児の両立支援に係る企業取組の促進に向けた施策の充実           ４ 女性の創業支援策の充実 
   ○ 育児休業制度の拡充、育児休業期間中の支援策の充実、短時間勤務制度の拡充        ○ 女性の創業のための支援制度の拡充 
     ○ 子育て支援に積極的に取り組む企業に対する税制上の優遇措置 
     ○ 県独自の支援制度への財政支援 
             

 

  

女性の活躍促進について 
《内閣府／厚生労働省／経済産業省》   

○ポジティブ・アクションに取り組む事業所の割合は低水準 

  

提
案
・要
望 

現状 課題・問題点 

○地方におけるポジティブ・アクションの促進 

 ・中小企業の取組への支援の充実 

  → 取組の遅れている中小企業へのきめ細やかな相談対応等の 
      取組が必要 

山口県 全国 

ポジティブ・アクションに取り組む事業所の割合 ２０．５％ ３１．７％ 
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○女性の労働力率はM字カーブ 

○育児休業取得率は全国と比較し低位        （H25年度実績） 

山口県 全国 

育児休業取得率 （女性） 
（男性） 

８４．６％↑ 
  １．１０％→ 

８３．０％↓ 
 ２．０３％↑ 

○仕事と育児の両立支援 

 ・出産後も継続して就業できる環境整備 

  → 育児休業の拡大や育児休業中の経済面の不安を解消する取 

     組が必要  

 ・ライフスタイルに応じた柔軟な働き方ができる雇用環境整備 

  → 企業による自発的な取組が必要  

○女性の再就職支援策 

  → 育児等により離職した女性の再就職を促進する取組が必要 

○女性の創業支援策 

  → セミナー開催や金融支援にとどまらず、確実な創業・事業継続に 

    つながる創業支援を強化する取組が必要 

やまぐち産業戦略 
推 進 計 画 関 連 
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山口県の女性の活躍促進対策 

募集・採用 

登用 

継続就業 環境整備 

職域拡大 

継
続
就
業
や
再
就
職
等
に
よ
り
活
躍
が
期
待
さ
れ
る
女
性 

ポジティブ・アクションの促進 

ワーク･ライフ・バランスの促進 

女

性

が

輝

く

地

域

社

会

の

実

現 

一般行動計画策定支援 

出前講座の実施 

訓練等再就職支援 
就業者支援 

企業支援 

事業の展開方向 

山口県男女共同 
参画推進本部 
女性の活躍ＰＴ 

仕事と子育て等の両立 

再 チ ャ レ ン ジ 

地 域 に お け る 
女 性 の 活 躍 

気 運 醸 成 

更なる飛躍 
要望・拡充 

○ポジティブ・アク 
   ションの一層の 
   促進 

○育児休業中の 
    支援・優良企業   
    税制優遇 

○女性の再就職 
   支援の充実 

県の取組 

○育児休業期間・  
 短時間勤務制度 
 の拡大 

県 に お け る 
女 性 の 活 躍 

○女性の創業 
   支援の充実 
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「活力みなぎる山口県」の実現 ～人材活力創造戦略関連要望～ 

社会総がかりによる「地域教育力日本一」の取組の推進について                                                                              

 学校・家庭・地域が連携・協働した取組を一層推進するための支援 
   ○ コミュニティ・スクールの取組及び研修の充実のための財政支援制度の充実 

   ○ 「やまぐち型地域連携教育」におけるＣＳコンダクターの配置に対する財政支援制度の充実 

     （ＣＳディレクター制度の見直し及び予算の増額） 

   ○ 統括コーディネーターの全中学校区への配置や地域連携担当教員等に対する支援制度の充実 

   ○ コーディネーター及び学校を支援する地域人材の養成・研修等への財政支援制度の充実 

   ○ 家庭教育充実のため、家庭教育アドバイザーの養成・研修等への支援や家庭教育支援チームの活動に対する財政支援制度の充実 

   
 
 
 
○学校と地域が連携した様々な取組を充実させるための支援が必要              
 
○学校・家庭・地域が連携・協働した活力あるまちづくりを行うための人材確保・配置が必要             
  

課題・問題点 

要
望
・提
案 

現状 

○ コミュニティ・スクールの設置を促進し、 
  学校と地域が連携した取組を推進 
  ・小・中学校の設置率90.2% （H27.4.1） 
 →H29年度末までに100％設置へ 
 →県立高校等への新規設置をめざす 
 
○県内１３市でモデル中学校区を指定し、 
   山口ＣＳコ ンダクターを配置 
   （５９のモデル中学校区、１３名） 
  ・各コミュニティ・ スクールや小中連携 
        を指導・助言 
  →配置の拡充    

○「地域協育ネット」の体制整備  
  ・協議会設置率：100%（Ｈ26年度末）  
 →取組内容の充実 
 
○コーディネーターの養成・配置 
  ・養成講座受講者数：566人（累計）  
   配置率：64％（Ｈ26年度末） 
  →より一層の増加・拡大    

○家庭教育アドバイザーの養成 
  ・養成講座修了者数：260人（H26年度末）  
  →H29年度までに家庭教育支援チームを 
  全市町へ設置   

0.6% 1.1% 
5.5% 7.4% 9.1% 
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山口県のコミュニティ・スクールの推移 
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《文部科学省》 
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地域の教育力の向上 
地域の活性化 

学校支援 
学校教育の質の向上 

学校運営 
学校運営の質の向上 

地域貢献 
学校を核とした人づくり・地域づくり 

地域住民 

企業 

やまぐち 
教育応援団 

幼稚園 
保育所等 

公民館 

   小学校 

 
 

高校等 

 コミュニティ・スクール 

コミュニティ・スクールを核とした地域のネットワーク 

中学校 

 
 

コミュニティ・スクール（保
護者・住民代表等） 

コミュニティ・スクール（保
護者・住民代表等） 

関係団体 

   小学校 

 
 

コミュニティ・スクール（保
護者・住民代表等） 

地域協育ネット協議会 
●統括コーディネーター 
学校運営協議会の小・中 

合同開催 

学
校
・家
庭
・地
域
の
連
携
・ 

 
 

協
働
に
よ
る
教
育
活
動 

県・市町教育委員会、山口ＣＳコンダクター 

  
  
 コミュニティ・スクールが核となり、地域協育ネットの仕組みを生かして各中学校区で地域のネットワークを形成し､学校､家庭､地域が連携･協働す
ることにより、社会総がかりで子どもたちの学びや育ちを見守り支援する「やまぐち型地域連携教育」を推進。 
   コミュニティ・スクールと「地域協育ネット」の取組を一体的に推進し、充実させることにより、地域の教育力の向上・地域の活性化を図り、地域教育
力日本一の実現をめざす。 

 「やまぐち型地域連携教育」 

人
材
育
成 

資
質
向
上 

不安や悩みを
抱えている家庭 

 
すべての家庭 

 

 
                   
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭訪問による相談 

空き教室等を活用した相談 

家庭教育アドバイザー 
（個人的活動中心） 福祉部局 

学校 

専門的対応が 
必要な家庭 

家庭教育アドバイザー 
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専門的な支援 

リーダー 

ア 

学習機会の提供 

家庭教育アドバイザー 
ステップアップ講座 66 

助言・支援 



「活力みなぎる山口県」の実現 ～人材活力創造戦略関連要望～ 

３５人学級化等の推進によるきめ細かな指導体制の構築について 

 少人数学級化や少人数指導等の推進 
   
  ○ 法改正による基礎定数化に基づく３５人以下学級の早期実現 
   ○ アクティブ・ラーニング等の充実のための少人数指導やいじめ・不登校等への対策に向けた加配措置の拡充 

課題・問題点 

国の動向 

提
案
・要
望 

現  状 

山口県の現状 

   

                                                                                               

     学級の安定化、コミュニケーション能力の向上、学力の向上に成果 

 

H23：小1の35人以下学級化 (基礎定数化）  
H24：小2の36人以上学級の解消 （加配措置）   
H25～少人数学級化の継続検討 

 ・加配措置を活用しながら35人以下学級を維持しているが、教職員の計画的な配置が困難なため、基礎定数化が必要 
 ・アクティブ・ラーニング等の新たな学習・指導方法を充実させるとともに、いじめや不登校、貧困問題等の現代的な教育 
    課題に対応するため、加配措置の一層の充実が必要 

学級集団の規模縮小によるきめ細かな指導の充実 
 ○児童生徒の実態・課題の把握 
 ○児童生徒同士、教員と児童生徒との信頼関係の深化 
 ○児童生徒の状況に応じた生活指導や学習指導の充実 

  

                                                                              

 基礎的・基本的な学習内容の習得、発展的な学習の充実、学習意欲の向上に成果 

 

学習集団の規模縮小等によるきめ細かな指導の充実 
 ○児童生徒の理解や習熟の程度を把握 
 ○児童生徒の状況に応じた学習形態や指導方法の工夫 

きめ細かで質の高い教育に対応する 
ための教職員等の指導体制の整備  
・学力向上に向けたきめ細かで質の高い 
 教育の実現  
・深刻な事態にあるいじめ問題への対応など 

「３５人学級化」と「少人数指導」の目的 

加配措置を活用し、全国に先駆けた小中学校全学年での35人学級化 

少人数指導、教員の授業力の向上を図る学力向上推進教員の配置等 

少人数学級化の取組 

第２期教育振興基本計画 (H25.6) 平成27年度予算 

教員の「質」と「数」の 
一体的強化  
・教職員定数の改善 900人 
（すべて加配定数による改善） 

《文部科学省》 
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財務省の主張 

今後10年で4.2万人の 
削減が可能  
・37,700人の自然減  
・4,214人の加配定数   
 の合理化 



＜山口県の３５人学級化に向けた取組＞ 
きめ細かな指導体制の成果 

小学校６年生の平均正答率は、
平成２１年度までは全区分で全
国を下回っていたが、平成２５
年度からは全区分で全国を上
回るなど、学力の向上が認めら
れる。 
＜全国学力・学習状況調査の結果から＞ 

学力の向上 

前年度第5学年で35人学級化を未実施であり、今年度第6学年で35人学級化を
実施している学校(18校）の児童を対象とした調査（H24.2) 

 

友だちや先生と話す機会が増
え、豊かな人間関係が醸成され
る中で、いじめに対する意識の
変容がみられる。 
 
＜全国学力・学習状況調査：児童生徒質 
  問紙の結果から＞ 

いじめに対する意識の変容 

学級の安定化 

小中学校における１,０００人当

たりの不登校児童生徒数は、平
成２１年度までは、全国平均を
上回っていたが、平成２２年度
以降は全国平均を下回っている。 
 

＜児童生徒の問題行動等の諸問題に関す 
  る調査から＞ 

1年 2年 3・4年 5･6年 1年 2･3年

H14

H15

H16

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

区分
小学校 中学校

H12～

　

小中学校全学年での３５人学級化（国は小１を基礎定数化）

35人学級化の導入
（３学級以上）
補助教員配置
（２学級以下）

補助教員配置

（36人以上学級）

３５人学級化と

少人数指導の

弾力的運用

３５人学級化
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